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は じ め に

２００８年に発生した世界金融危機は台湾経済に深刻な影響を与え、多くの失業

者と一時帰休者を出した。そのため、この年に大学を卒業し社会に出る若者の

就職が難しくなることが予想された。そこで大卒の就職を促進すべく台湾政府

が教育部（日本で言う文部科学省）に委託し、実施させた政策が「大專畢業生企

業實習方案（日本語訳「大学及び専科学校卒業生企業実習計画案」）：別名２２ｋ方案」

である。

この政策は、１年半（２００９年の４月１日から翌２０１０年の９月３０日まで）の短期的政

策で、教育部指導のもと、各大学を通じて行われた。対象は２００７年から２００９年

までに大学および専科大学を卒業した若者と、それを雇用しようとする企業で

ある。対象となる若者を雇用した企業には、政府が一人あたり「２万６１９０元」

日本円にして約８万７０００円を支給する。そのうち４１９０元は健康保険などの費用

で、実習員の手取りは「２万２０００元（２２ｋ）」とされた。教育部は対象となる大

卒学生の３．７％にあたる３万５１００人を適用予定として、約１２１億台湾ドル（約３６３

億日本円）を予算として計上し
１）
た。本来１年半で終了する予定であった政策で

あったが、引き続き高い水準であった失業率を考慮し、更に１年間の延長（第

二段階）を行った。第二段階では、政府からの支給は１万台湾ドルとなり、更

に実習期間後に正規従業員として雇用することを条件としていた。この方案は
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２０１２年６月を持って失効し、これ以降教育部は類似の政策を行っていない。こ

の成果として教育部は、６万４１１４人の大学および専科学校卒業の学生が実習を

受け、６割から７割が計画終了後も正規従業員として留用されていると述べて

い
２）
る。

成功裏に終わったとされるこの政策は思わぬ副作用を引き起こした。まず「大

專畢業生企業實習方案」の規定する「２２ｋ」は、あくまで「実習」期間の月給

であり、一般的な大卒の初任給を規定しようとする意図は無かった。教育部の

意図は大学におけるインターンシップ教育を強化することにあっ
３）
た。しかし調

査によれば、約２０％の企業は「政府から提供される便宜（無料労働者）を利用し

ない手はない」と考えてこの方案に申請を行ったとあ
４）
る。また教育部の報告に

よれば、現従業員を解雇した上でこの方案に適用していたことが発覚し、適用

を取り消された企業もあっ
５）
た。

またメディアやインターネットを中心に、「大專畢業生企業實習方案」は大

卒初任給の引き下げ政策であるとして、政府や教育部に対して批判が相次い
６）
だ。２２ｋ方案が失効して２年が経過した２０１３年現在でも、「大卒初任給２２ｋ」

は若者の低賃金問題のキーワードとして使用されている。最近ではインターネ

ットを中心に「２２ｋ」で大卒を雇用しようとする企業をリストアップし、糾弾

しようとする活動も行われてい
７）
る。

しかしながら、大卒の若者が２２ｋの初任給を甘受しなければならなくなった

根本的な要因は「２２ｋ方案」そのものではなく、「２２ｋ方案」以前に形成され

ていたと見るべきである。その要因の一つは大卒（特に文系）の増加であり、

もう一つは経済構造の変化（製造業からサービス産業へのシフト）である。１９９０年

代以降台湾では高学歴化が進み、２０１２年では約７３％の２０代の若者が大学および

専科学校（日本で言う短大、高専）の学歴を持っている。他方で、台湾の経済は

製造業からサービス業に中心を移しつつあるが、サービス業は依然として低賃

金の職場で大卒の活躍できる場は広くない。

筆者はここに労働市場に供給される人材と、産業の需要する人材との間にミ
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スマッチが生じていると考えた。故に本論では、まず台湾経済におけるサービ

ス業の拡大について述べ、次に若年大卒の初任給と失業率について確認する。

それから大学から供給される大卒の量と質について明らかにし、最後に求人数

の統計から需要されている大卒の量と質を明らかにする。これらの分析によっ

て本論では、増加する大卒の若者が求める職と、産業の労働需要の増加が質的

に合致していないことを証明する。

Ⅰ サービス産業に重点を移す台湾経済と若年失業率

１ 現在台湾の経済構造

２０１１年の経済構造について表１に示した。ホンハイや TSMCなど世界的に

著名な製造業を擁するにもかかわらず、台湾の GDPにしめる製造業の割合は

低下しつつある。代わりに台頭してきているのが卸売小売業やホテル飲食業、

支援サービスなどの平均月給が低い産業である。これらの産業における雇用も

増加し、平均月給も増加している。対して、比較的平均月給が高いのは製造業、

金融保険業であるが、近年その売上や雇用者数は伸び悩んでいる。経済構造が

営業事業売上総額 雇用者数 平均月給

産業
売上総額
（１００万NT＄）

売上げ
全体に
占める
割合

（２００８年
からの
伸び率）

雇用者数
（人）
（２０１１）

雇用者数
の全体に
占める割合
（２０１１）

雇用者数
増加

（２００１年比）

平均月給
（２０１１）
ＮＴ＄

全体平均と
月給との比
（２０１１）

平均賃金
増加

（２００１年比）

製造業 １３，６６５，９０５ ３６．６％ １０４．３ ２，６５１，９５３ ３８％ １１４．３７ ４３，９９４ ９５．８７ １１４．４６

建設業 ２，０４３，０７２ ５．５％ １０９．６ ４４０，２６０ ６％ １１４．１７ ４２，７２８ ９３．１１ １１５．９７

卸売小売業 １３，６５１，６５７ ３６．６％ １０９．９ １，５１０，４４７ ２２％ １１１．３１ ４２，１８０ ９１．９２ １０７．７３

運輸倉庫業 １，０４２，７２７ ２．８％ １０４．３ ２６４，７５１ ４％ １００．１３ ５０，４６３ １０９．９７ １０８．５０

ホテル飲食店業 ４２０，２１７ １．１％ １２５．５ ３０２，６５８ ４％ ２０１．８９ ３０，１５６ ６５．７２ １１７．４０

情報通信業 ９０５，７３３ ２．４％ １１５．８ １８４，９３１ ３％ １２２．５０ ６７，３０９ １４６．６８ １１３．６２

支援サービス ３３２，７０２ ０．９％ １３７．２ ３０８，７２７ ４％ ２５６．５１ ３３，７３６ ７３．５２ ９７．４９

金融保険業 ２，４３８，２４５ ６．５％ ８５．５ ３６０，０３１ ５％ １０４．７４ ７６，９３２ １６７．６５ １１７．０９

表１ 台湾における産業別売上、雇用者数、平均月給

（出所）中華民國經濟部統計處『中華民國經濟統計年報１００年』２０１２年より筆者作成。
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変化する中で、台湾の雇用は比較的低い賃金の分野に重点を移しつつある。

２ 台湾における大卒の失業

この経済構造の変化とともに、台湾の大卒の若者の失業率が上昇している。

表２は台湾政府発表の学歴別失業率を年代ごとに並べたものである。台湾全体

での失業率は近年およそ５％前
９）
後で推移しているが、２０から２４歳までの大卒の

失業率は、この５年ほどで更に上昇し１５％を超えている。２５から２９歳でも大卒

の失業率は８％ほどであり、全体の失業率と比較して２％ほど高くなってい

（２０－２４歳）全学歴
中卒
以下

高卒 専科卒 大卒
大学
院卒

２００４年 １０．４４１２．１３ ９．８４ ９．３６１２．６７ ー

２００５年 １０．３３１１．４７ ９．６８ ９．２ １２．３６ ー

２００６年 １０．１ ９．６１ ９．５１ ８．９５１２．０７ ー

２００７年 １０．５６１０．７１ ９．６２ ８．４３１２．９６ ー

２００８年 １１．８９１３．３６１０．０４ ８．８２１４．８９ ー

２００９年 １４．６７１５．４７１４．０２１３．１４１５．６２ ー

２０１０年 １３．５１１３．７２１２．７４１１．３７１４．６８ ー

２０１１年 １２．７１１２．４６１１．２２ ９．４２１４．６３１２．４９

２０１２年 １３．１７１２．１９１１．６３ ８．５５１５．３１１１．４５

（２５－２９歳）全学歴
中卒
以下

高卒 専科卒 大卒
大学
院卒

２００４年 ５．６９ ７．９４ ５．３５ ４．７２ ６．２２ ー

２００５年 ５．７５ ６．９１ ５．６９ ４．８ ６．２４ ー

２００６年 ５．９２ ７．３４ ５．５３ ５．０２ ６．６５ ー

２００７年 ５．８７ ６．７７ ５．４６ ４．６８ ６．８１ ー

２００８年 ６．３８ ７．４５ ６．０８ ５．１３ ７．０７ ー

２００９年 ８．７７１１．５４ ８．５７ ７．５２ ８．９８ ー

２０１０年 ８．１５ ８．７３ ８．３８ ６．５３ ８．４９ ー

２０１１年 ７．１１ ７．２１ ６．７９ ５．４６ ７．７９ ７．５６

２０１２年 ７．０８ ７．２３ ６．２８ ５．５３ ７．７ ８．４８

（２０－２４歳）全学歴
中卒
以下

高卒 専科卒 大卒
大学
院卒

２００４年 ９７，５０４１１，４５１４５，４７８２０，３３７２０，２３８ ー

２００５年 ９２，１１４１０，０４３４１，１５９１７，１６５２３，７４８ ー

２００６年 ８５，９６７ ６，９１１３６，９２７１４，６１６２７，５１３ ー

２００７年 ８６，４６１ ７，０５１３３，７２５１２，０１８３３，６６７ ー

２００８年 ９２，３７４ ７，４２９３１，４０２１０，６５３４２，８８９ ー

２００９年 １０８，０２３ ７，１９０３９，５４７１２，６９９４８，５８７ ー

２０１０年 ９８，８４３ ５，９５５３４，６２１ ９，９６０４８，３０７ ー

２０１１年 ９３，２０４ ５，１７０２９，６５２ ７，１６６４９，９２０１，２９６

２０１２年 ９９，７９０ ４，４７８３１，１６８ ５，９８１５６，８０７１，３５６

（２５－２９歳）全学歴
中卒
以下

高卒 専科 大卒
大学
院卒

２００４年 ８７，４６１１３，０２６３２，０６３１８，４２４２３，９４７ ー

２００５年 ９１，６０８１０，９６６３３，８５５１８，８６５２７，９２１ ー

２００６年 ９６，８４６１０，４５７３２，２７２１９，６３９３４，４７９ ー

２００７年 ９６，２００ ９，０９２３１，００９１７，０７４３９，０２５ ー

２００８年 １０５，３０３ ８，９４４３３，１１０１７，０５２４６，１９７ ー

２００９年 １４３，６７５１２，７８２４３，５４１２１，９９９６５，３５３ ー

２０１０年 １３１，５７８ ８，９７４４０，２３７１７，２５３６５，１１４ ー

２０１１年 １１１，６１４ ６，１８５３０，４２０１２，６４５５１，５１６１０，８４８

２０１２年 １０７，７６３ ５，５５３２５，７４８１１，２２８５２，４９０１２，７４４

表２ 若年労働者の学歴別失業率の推移
（単位：％）

表３ 若年失業者人数の推移
（単位：人）

（出所）表２、３ともに中華民國行政院主計處『人力資源調!統計』民國９３年～１０２年より筆者作
８）

成。
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る。

表３は若年失業者の人数の推移について上記統計より抽出し、作成したもの

である。２１世紀に入り、専科学
１０）
校は多くが大学に移行している。そのため専科

学校卒と大卒の失業者数を加算して比較しなければならないが、２０１２年の２０歳

から２９歳までの専科以上卒業の資格を持つ失業者は失業者全体の２６．３％で、大

学以上の学歴を持つ２０代の失業者は２２．７％である。

３ 先行研究の整理

我が国における雇用のミスマッチに関する研究は多数ある。例えば佐藤［２０
１１）
１２］では、第三次産業従業者比率の上昇が雇用のミスマッチの上昇に繋がるこ

とが示されている。台湾での研究をみると、黄［２０
１２）
１１］では文系と理系におい

て明らかな初任給の違いがあることが検証されている。文系学生が多くなった

結果、初任給の平均が低下することが示唆される。邱［２０
１３）
０５］では、学科や学

校名よりも学生の天性の資質が根本的な初任給の差異になることを検証してい

る。大学教育の普及によって大卒の若者の資質に幅ができれば、初任給にも幅

ができると考えられる。

台湾における初任給は、日本とは異なり職種や資格などの条件によって差異

がある。田［２０
１４）
０８］では、大卒（卒業後１年）の賃金が近年低下していることに

ついて研究を行っており、国立と私立では国立の大学が、専修分野では理系や

技術系が経営学系よりも賃金が高くなることを統計的に実証している。さらに

専門的な職種につくほうが一般的な職種につくよりも賃金が高くなる傾向にあ

ることも示している。また、大企業と中小企業では大企業のほうが約１．８％高

くなることを示している。田［２００８］では結論として、過度の高学歴化は教育

資源の浪費になると指摘している。

本論文は田研究を踏まえ、最近の統計に求人数などの産業側の需要量と質も

合わせ、台湾大卒の若者雇用のミスマッチについて研究する。
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Ⅱ 供給面の検討
――供給される大卒の量と質――

１ 大卒の量――大卒供給数の推移――

１９９０年代以前、台湾には国立大学とわずかな私立大学しか存在していなかっ

たが、２０１２年には１４８の大学がある。そのうち国立の大学が４９校、私立の大学

が１０１校である。大卒者数の推移を示すため、表４では中華民国教育部の『教

育統計』を用いて、２００６年から２０１２年までの大学生および専科学校生と大学院

生数の推移を示し、加えて留年生の数も示した。

同統計によれば１９８０年代以降増加し続けた台湾の大学生数は２００１年以降成長

が鈍化した。２０代の若者で大卒以上の学歴を持つ割合は２００５年の５９％から２０１２

年には７３％までに上昇しているが、人口が減少傾向にあるために大学生の数は

２００８年以来ほぼ横ばいである。国立大学の学生数は微増ながらも増加を続けて

いるが、私立大学の学生数は近年わずかに減少している。留年生の数は２００８年

の金融危機以来、増加している。留年の理由について本稿では詳しく言及しな

いが、大学院への進学のために卒業を延期するケースが多いとい
１５）
う。

２ 増加する文系学卒

具体的にどの程度の大卒が労働市場に供給されているのかを明らかにするた

めに、表５を示す。留年生の増加が始まる２００７年を契機に大卒の供給の増加は

鈍化する。私立大学では２００７年以降卒業生数はほとんど増加していないが、国

０６年７月 ０７年７月 ０８年７月 ０９年７月 １０年７月 １１年７月 １２年７月

大専院総計 １，３１３，９９３ １，３２６，０２９ １，３３７，４５５ １，３３６，５９２ １，３４３，６０３ １，３５２，０８４ １，３５５，２９０

国立 ４００，０２９ ４１２，０３５ ４２２，７３６ ４３０，３０８ ４３６，２１６ ４３６，８６１ ４３７，０２６

私立 ９１３，９６４ ９１３，９９４ ９１４，７１９ ９０６，２８４ ９０７，３８７ ９１５，２２３ ９１８，２６４

留年生 ４６，８９７ ４７，０９４ ４７，１２７ ５０，２１９ ５３，３６２ ５４，０８２ ５５，５７１

国立 １０，７７７ １０，６４５ １１，４７２ １３，３０９ １５，５７２ １５，１８０ １４，４８２

私立 ３６，１２０ ３６，４４９ ３５，６５５ ３６，９１０ ３７，７９０ ３８，９０２ ４１，０８９

表４ 大学生数（専科学校、大学院卒を含む）と留年生数の推移

（単位：人）

（出所）中華民國教育部『教育統計民國９５年度～１０２
１６）

年』より筆者が抽出し加工した。
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立大学では微増を続けている。表５ではさらに人文社会系（文系の学科）と自然

科学系（理系の学科）に分けて学士取得者数を計算した。理系の大卒の供給はほ

ぼ横ばいでこの数年はわずかに減少傾向にあるが、文系の大卒は増加し続けて

いる。私立大学でも文系であれば、ほぼ継続して増加している。表には示さな

かったが、同統計によれば、文系で顕著に増加しているのは管理学院（経営学

部）の大卒である。

Ⅲ 需要側の検討
――需要される大卒の量と質――

１ 産業側の労働需要

筆者は求人の量と質を知るため、台湾政府の提供する『事業人力雇用状況調
１７）
査』を用いて２００５年から２０１２年までの求人の動きを分析した。まず、工業とサ

ービス業における求人数の推移について、表６に示した。金融危機の影響で２０

０８年から２００９年にかけて求人数は大きく減少した。ところが２０１０年以降景気が

回復するに従い、求人数は回復し、２００７年の水準を２０％ほど上回っている。こ

こでおいて注目すべき点は、回復にともない、サービス業求人数とその割合が

卒業年 ０５年７月０６年７月０７年７月 ０８年７月０９年７月１０年７月 １１年７月１２年７月

大学（学士号取得） ２１０，７６３ ２１９，９１９ ２２８，６４５ ２３０，１９８ ２２７，８８５ ２２７，１７４ ２２８，８７８ ２３２，４４８

増加率 － ４．３％ ４．０％ ０．７％ －１．０％ －０．３％ ０．８％ １．６％

国立大学（大学） ５４，２２０ ５６，７７９ ５８，１８７ ６０，０９７ ５９，９６０ ６０，０５６ ６２，１６２ ６３，８３８

増加率 － ４．７％ ２．５％ ３．３％ －０．２％ ０．２％ ３．５％ ２．７％

私立大学（大学） １５６，５４３ １６３，１４０ １７０，４５８ １７０，１０１ １６７，９２５ １６７，１１８ １６６，７１６ １６８，６１０

増加率 － ４．２％ ４．５％ －０．２％ －１．３％ －０．５％ －０．２％ １．１％

人文社会系（大学） １１３，２６８ １１８，８０１ １２４，６８７ １２４，８５８ １２６，４０８ １２６，７２８ １２８，６５８ １３１，３３６

増加率 － ４．９％ ５．０％ ０．１％ １．２％ ０．３％ １．５％ ２．１％

自然科学系（大学） ９７，４９５ １０１，１１８ １０３，９５８ １０５，３４０ １０１，４７７ １００，４４６ １００，２２０ １０１，１１２

増加率 － ３．７％ ２．８％ １．３％ －３．７％ －１．０％ －０．２％ ０．９％

私立かつ人文社会系 ８４，７３４ ８８，６４０ ９４，３３１ ９３，６７１ ９４，８０７ ９５，６０３ ９６，５７３ ９８，４３６

増加率 － ４．６％ ６．４％ －０．７％ １．２％ ０．８％ １．０％ １．９％

表５ 学士取得卒業者数の推移
（単位：人）

（出所）表４と同様、筆者が抽出し加工した。
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急増（２０１１年と２００６年を比較すると４７％の上昇）したことである。工業サービス業全

体の求人にしめるサービス業求人の割合は２０１１年に５２％に達し、全体の求人数

が落ち込んだ２０１２年には５４％と更に比率を上げた。

さらに職種別の求人数の全体に占める割合について表７に示した（各職種群

が具体的に含む職種の例については、注に示したので参照された
１８）
い）。求人の職種別構成

は年ごとにばらつきがあるが、サービス販売
１９）
職の比率のみはほぼ継続して増加

していることがわかる。大卒以上の学生が求職すると考えられる専門職の求人

は全体の１３％から１４％で推移しており、その割合はほとんど増加していない。

また職場経験の少ない大卒が入りやすい技術職では金融危機の間に構成比が一

時的に増加したものの、２０１２年では再び２００６年以前の水準（３０％弱）に戻って

いる。

２ 大卒を指定する指定の求人数の推移

次に特に大卒以上を指定している求人数について２００８年から２０１２年までの推

移を同統計より抽出し表８に示す。大卒を指定しているものは、２０％程度であ

２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

工業サービス業総求人数 １５５，９２９１６０，６８４１６０，３２５１３５，８２２１３３，５８７１９３，４４２１９１，２７７１７５，８４５

サービス業求人数 ６５，８５３ ６５，８７８ ６７，６７７ ６１，０５２ ６１，７２６ ９１，５１７ ９８，７８９ ９４，８６２

サービス業割合 ４２％ ４１％ ４２％ ４５％ ４６％ ４７％ ５２％ ５４％

２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ｒ＊ Slope

管理職 １．６ １．２ １．４ １．６ １．６ １．１ １．１ １．３ －０．４８ ０．０

専門職 １３．３ １４．６ １４．２ １６．３ １５．６ １４．６ １４．０ １４．５ ０．１８ ０．１

技術職 ２８．９ ２７．３ ３１．０ ３１．４ ３６．１ ２８．４ ２２．９ ２７．２ －０．２８ －０．４

事務職 ７．７ ７．６ ５．７ ６．４ ５．４ ５．８ ６．７ ６．０ －０．５６ －０．２

サービス販売職 ９．７ ７．８ １１．６ １０．５ ８．３ １３．９ １４．９ １７．０ ０．８１ １．１

現場労働
（設備操作など）

３５．６ ３７．９ ３２．２ ３１．３ ２７．２ ３２．０ ３５．３ ２９．４ －０．５１ －０．７

単純労働 ３．１ ３．７ ４．０ ２．６ ５．７ ４．２ ５．１ ４．７ ０．６１ ０．３

表６ 工業およびサービス業における求人数の推移
（単位：人）

表７ 職種別求人の構成比：全体求人数にしめる割合
（単位：％）

（注）年の経過との相関関数。サービス販売職のみが、０．８１であり５％の有意水準を満たしている。
（出所）表６、７は中華民國行政院主計處『事業人力!用"況調#民國９４年～１０１年』より筆者作成。
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り、その比率は近年ほとんど増加していない。サービス販売職の求人で大卒を

指定するのは２０１２年ではわずか３．２％である。技術職や事務職でも近年は大卒

指定求人の比率が上がってきたが、それでも３割程度である。

同統計を精査すると、専門職では各種エンジニアなど理系の求人が多くを占

めることがわかる。情報分野の学科であればシステムエンジニアなどの道もあ

るが、いわゆる管理学院（経営学部）を卒業して専門職を探すのは容易ではな

い。技術職では、マーケティング・販売監督の職が多数あり、文系の大卒であ

れば技術職に道が開けている。しかしながら、技術職求人のうち大卒を指定す

るものは３割以下であるため、文系の大卒が職を探すのは理系と比較して困難

である。

Ⅳ 大卒初任給とミスマッチ
――結論――

１ 若者の不満と２２ｋ方案

２２ｋ方案の施行以来、台湾のメディアでは「大卒初任給２２ｋの時代」と報道

している。筆者は台湾政府公表の『職類別薪資調!（職類賃金調査）』から台湾

の大卒の初任給を抽出した。表９はその結果である。２００４年から２０１２年までの

調査（２００７年分は欠落）によれば、名目の初任給は全体の初任給は極めて安定的

２００８年２００９年２０１０年２０１１年２０１２年

総数 ２４，６３５３０，７７９４０，１０３３６，４２５３８，１１９

管理職 １，５３５ １，５３４ １，２６６ １，３６３ １，２９０

専門職 １２，６４５１５，３７４２０，０４６２０，１２７１７，９７７

技術職 ８，４５８１１，３４７１３，７５２１０，４７２１４，７８５

事務職 １，６７０ ２，０６３ ３，４１６ ２，８３８ ２，７６１

サービス販売職 ２１２ ３７８ １，３８９ １，１６７ ９６３

現場労働 １１５ ８３ ２３４ ４５８ ３２２

単純労働 ０ ０ ０ ０ ２１

２００８年２００９年２０１０年２０１１年２０１２年

総数 １８．１ ２３．０ ２０．７ １９．０ ２１．７

管理職 ６９．６ ７１．４ ５８．６ ６５．８ ５８．２

専門職 ５７．２ ７３．６ ７０．９ ７５．３ ７０．５

技術職 １９．８ ２３．５ ２５．０ ２３．９ ３１．０

事務職 １９．３ ２８．７ ３０．６ ２２．０ ２６．２

サービス販売職 １．５ ３．４ ５．２ ４．１ ３．２

現場労働 ０．３ ０．２ ０．４ ０．７ ０．６

単純労働 ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．３

表８ 大卒以上の資格を指定する求人数の推移とその比率
（単位：人） （単位：％）

（出所）中華民國行政院主計處「事業人力!用"況調#」民國９４年度～１０１年度より筆者抽出。
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に推移しており、「２２ｋ方案」によって賃金が低下した事実は認められない。

しかしながら、労働の需給のミスマッチの結果、大卒としては低い初任給の職

に甘んじざるを得なかった若者（あるいはその親）の不満が「２２ｋ方案」批判と

して発現したとも考えられる。さらに表１０では暦年の消費者物価指数をもと

に、実質初任給の推移を計算した。消費者物価指数は平均で年率１．７ポイント

ずつ上昇している。これに対して名目上の初任給はほとんど変化がなかったた

めに、実質初任給は毎年低下している。その結果、２００４年から２０１２年までの間

に実質初任給は約１０％低下している。こうした物価の上昇も若者の不満を一層

かき立てる原因となったと考えられる。

２ 得られた知見

以上から得られる知見は以下の通りである。まず、大学生数も新規学卒の数

も近年顕著には増加している訳ではない。２００８年以降国立大学の大学生を中心

に大学院への進学を視野に入れて卒業を延期する学生も増加している。若年大

卒失業者の推移と比較してみる。２０１２年の新規学卒者数は２００５年と比較して１０．

２％増加しただけであるのに対し、大卒資格を持つ２０代の失業者の数は同期間

に５４．３％増加している。これは、大学を卒業しても大卒にふさわしい職を見つ

工業サービス業全体２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 Slope ｒ

平均 ２６，４４３ ２６，０６６ ２６，７００ ２６，５６３ ２６，１７５ ２６，４５５ ２６，５７７ ２６，７２２ ４０．３ ０．４２０

専門職 ２９，９５２ ２９，４６９ ３０，０４５ ２９，９６０ ２９，４３０ ２９，７５２ ２９，７９２ ２９，９０２ －１．７－０．０１８

技術職 ２６，９４８ ２６，５４７ ２７，０５４ ２６，８８８ ２６，４０４ ２６，７１２ ２６，７９８ ２６，９９９ １．２ ０．０１３

サービス販売 ２４，３０７ ２４，２５０ ２４，６６４ ２４，２７３ ２４，０１０ ２４，４８０ ２５，２４５ ２５，１５４ １２０．１ ０．６６２

実質初任給 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 Slope ｒ

※消費者物価指数 １００ １０２ １０３ １０８ １０８ １０９ １１０ １１２ １．７ ０．９６０

平均 ２６，４４３ ２５，４７７ ２５，９２９ ２４，４８７ ２４，３２６ ２４，３６２ ２４，１３２ ２３，８１１－３５７．２－０．９２０

専門職 ２９，９５２ ２８，８０３ ２９，１７７ ２７，６１８ ２７，３５２ ２７，３９８ ２７，０５１ ２６，６４５－４４６．６－０．９３９

技術職 ２６，９４８ ２５，９４７ ２６，２７３ ２４，７８６ ２４，５３９ ２４，５９９ ２４，３３３ ２４，０５８－３９９．６－０．９２８

サービス販売 ２４，３０７ ２３，７０２ ２３，９５２ ２２，３７６ ２２，３１４ ２２，５４３ ２２，９２２ ２２，４１４－２５５．２－０．７８０

表９ 大卒の職種別初任給の推移（NT＄、月給）

表１０ 実質職種別初任給の推移（NT＄、月給）

（出所）中華民國 勞工委員會『職類別薪資調!』９３年度～１０１年度より筆者抽出。
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けることのできない若者が年々増加し、それが蓄積していると解釈できる。

さらに求人の分析より得られた知見をまとめると次の通りである。まずサー

ビス業における求人が増加している。金融危機以降、その傾向が顕著になって

いる。次に職種についてみれば、サービス販売職で継続的に求人数が伸びてい

る。大卒人材への需要については、全体求人の２１％程度が大卒以上指定の求人

であり、その比率の上昇は極めて鈍い。経済の成長はサービス業に重点を移し、

大学の供給もサービス業に適した文系に重点を移しつつある。しかしながら、

サービス業の雇用は増加しているものの、大卒の若者が就きたいと思う職とは

合致していない。

物価が継続的に上昇する中で初任給は停滞、比較的高所得を得られる専門職

の求人は増加せず、増加している職は相対的に低い初任給が設定されているサ

ービス職である。他方で、大卒で社会に出る若者が年々増加している。「２２ｋ

方案」の施行以前よりこのような産業の若年労働者への需要と、大卒の若者の

求める職の間に埋めがたいギャップがあり、それが若者やその親たちの不満を

増大させていた。こうした不満が「２２ｋ方案」への批判というかたちで発現し

ていると考えられるのである。

● 注

１）数値は、中華民國教育部、培育優質人力就業計劃 ２００９年を参考。

２）教育部電子報 ２０１２年９月１８日 http://epaper. edu. tw/print. aspx?print_type=news&

print_sn=5391&print_num=0、（２０１３年７月１２日閲覧）。

３）僑光科技大学では、「慣習」により企業実習の給料を２万２０００台湾ドルに定めている（２

０１３年度）。http://www.ocu.edu.tw/bin/home.php、（２０１３年７月１２日閲覧）。

４）「企業実習方案」施行現況調査、１１１１人才派遣中心、http://temp.1111.com.tw/News.aspx?

aNo=1989（２０１３年７月１２日閲覧）。

５）聯合報記事「２２ｋ方案結束 留用率６成５」http://mag.udn.com/mag/edu/storypage.jsp?

f_ART_ID=278450 ,（２０１０年１０月２１日発表、２０１３年７月１２日閲覧）。

６）例えば台湾の最高学府である台湾大学の卒業生も２２ｋで働かされているという事例も報

告された。自由時報 http://tw.news.yahoo.com/!-台大畢薪22-住靠"不外食-202807570.

html（２０１３年３月４日発表、２０１３年７月１２日閲覧）。

７）例えば http://22kopendata.org、（２０１３年７月１２日閲覧）。

１．台湾における若年大卒労働市場の需給のミスマッチに関する考察
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８）中華民國行政院主計處『人力資源調!統計民国９３年～１０１年（西暦２００４年から２０１２年）』、
http://www.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=16954&ctNode=515&mp=4（２０１３年７月１２日閲覧）。

９）全体での失業率は、２００４年から２０１２年まで順番に、４．４４，４．１３，３．９１，３．９１，４．１４，５．

８５，５．２１，４．３９，４．２４％である。

１０）専科学校５年、２年、３年の課程があり、学生は高校卒業後に進学し、各種専門技術に

ついて専攻する。２０００年代に入り多くが「科技大学」および「技術大学」と制度を変更

しており、これらの卒業生も「大学卒業」に移行している。

１１）佐藤仁志「職業間ミスマッチの地域間格差に関する分析」『日本労働研究雑誌 No．６２６』、

２０１２年。

１２）"詩媛「高等教育的擴張下影響大學畢業生起薪之因素探討」國立台北商業技術學院、２０
１１年。

１３）邱效詩「人力資本!加與資質節選對台灣的大學畢業生平均起薪影響之差異」東#大學、
２００５年。

１４）田弘華「高等教育擴張與大學畢業生薪資的影響因素」『台灣高等教育研究電子報 第２４

期 ９７年８月』、２００８年。

１５）例えば台湾大学では２０１１年、約２割の学生が留年（延卒）したと報道されている。その

原因については、大学院へ進学するための準備、いくつかの学部の単位を所得したため

に単位を４年で取得できなかった、国立大学の留年の場合学費が安い。などが挙げられ

ている。聯合報２０１１年６月１２日、http://mag.udn.com/mag/edu/storypage.jsp?f_ART_

ID=324338（２０１３年７月１３日閲覧）。

１６）中華民國教育部『教育統計 民國９５年度～１０２年（２００４年から２０１３年）』、http://www.edu.

tw/pages/detail.aspx?Node=1052&Page=19984&wid=31d75a44-efff-4c44-a075-15a9eb7

aecdf&Index=1（２０１３年７月１３日閲覧）。

１７）中華民國行政院主計處『事業人力$用%況調!』、民國９４年～１０１年（西暦２００５年から２０
１２年）、本統計は政府に届け出のあった求人の統計であり、台湾のすべての求人を示す

統計ではない。

１８）各職種群の含む職種例

１９）レストランの店員や売り場の販売員で６８％を占める。

（筆者＝中華大学）

専門職 工業、電子系その他のエンジニア。薬剤師、看護師。システムエ

ンジニア、マーケティング技師。その他の専門家
技術職 各種エンジニアの助手。不動産および金融資産運用、マーケティ

ング、販売の監督、情報通信の助手など
事務職 一般事務、顧客対応
サービス販売職 レストラン、売り場のスタッフ。シェフ、美容師、警備員など
現場労働 機械操作、組み立て、運転手など
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